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私は､今回で2度目の松山ですが、感想としては､
大らかで、ゆったりとしたところで、温暖な土地柄
だなと感じています。しかし、やはり、人がいると
ころには悪質商法による被害があります。
一緒に、どのようにしたら消費者が被害にあうこ
とを防げるかを考えていきたいと思います。

まず、はじめに消費者月間の全国統一テーマが
「みんなで築こう　身近な安心・安全」ということ
で､その話をさせていただきます。
昔からあったのかもしれませんが､消費者に身近

な事故がここ数年多発している印象があります。昨
年6月の男子高校生のエレベータ死亡事故をはじめ
パロマのガス瞬間湯沸器の一酸化炭素死亡事故、シ
ュレッダーの事故など、これらにはそれぞれ担当す
る役所があり､検討や指導が行われていますが、消
費者にどうやったら危険な商品であることを伝えら
れるかということが将来的な検討課題となっていま
す。
昨日も国民生活センターからこんにゃくゼリーの
事故の発表があり、今年の3月と4月に小学生が一
人ずつ亡くなるなど、様々な事件事故が起こってお
り、非常に深刻な事態だと感じています。
最近、「ヒヤリ・ハット」と言い、「ヒヤリ」と

「ハット」と言うことですが､「危なかったなあ」と
いうことが少なからずあると思います。しかし､そ
の時は､せいぜい家族・知人の中で話題になったり
するくらいで終わってしまいます。「ヒヤリ・ハッ
ト」の情報は、みんなで共有して責任を持って指導
するところに届けることが大事です。内閣府では国
民生活センターに全国の消費生活センターから寄せ
られた情報をＰIO－NETというシステムで収集し
ており､情報の積み重ねが大事故を防ぐと考えてい
ますので､「ヒヤリ・ハット」の情報は、ぜひ消費
生活センターにお伝えいただければと思います。
内閣府としても様々な事件を受けて､検討を行い

身近な安全安心の確保ということで委員会を設け、
5月17日に報告書を取りまとめております。特に
重要なのは事故情報の収集・活用ということであ
り､「安全安心のための書き込み自由の事故情報デ
ータバンク（仮称）」、これを構築できればと考えて
います。
今回こんにゃくゼリー事件が起こり､ＰIO－NET

で把握しましたが､場合によってはこういうシステ

ムを使えればもっと早く情報が共有化され、危険な
情報の発信や指示ができたかもしれません。

近年、商品自体の高度化や性能の向上により、今
まで考えられなかった事故が起こっています。
結局、どうするかというと､私達一人ひとりが気

をつけるということであり､事故に至らなかったか
らまあいいか、ではなくて、そういったことがあれ
ば、関係するところへ届ける、教えるということが
大事なのではないかと思います。
特に、今後ますます役所がいくら気をつけても、

危険な製品等が出回る可能性がありますので、皆様
のご協力によって、事件等により傷つく人が一人で
も減るように進めていただければと思います。

◇地域における消費生活リーダーの役割
そもそも消費者リーダーというものは何かといい

ますと､色々あると思います。消費生活専門相談員
或いは消費生活アドバイザーという資格を持った人
をリーダーと呼ぶのか､場合によっては弁護士をリ
ーダーと呼ぶのか､また資格ではなくても一定の研
修を受講されて､地域の核になって消費者問題に関
する活動をしている人を指すのか。基本的には限定
的にこれというふうに考えない方が良いのではない
かと考えています。どんな方でも消費生活に関する
ことに携わっている人がいれば、その方がリーダー
として活動していただくのが一番良いのではないか
と思います。何かで困っている場合､誰かに相談す
れば解決することが多く､また、聞いてもらったこ
とによってほっとするという側面もあることから、
とにかく誰か聞いてあげる人が必要だと思います。
大阪教育大学の鈴木真由子助教授を座長とする

「消費者教育の講師育成に関する研究会」というの
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があり、私は､オブザーバーという立場で参加し
ており、平成19年3月に『消費者教育の講師育
成に関する実態調査報告書』を出していますが､
基本的には講師・リーダーの育成というのは決ま
った考え方や方針、実績があるわけではいことか
ら、今年は実態の把握を中心に進められました。
この報告書の中には、リーダーの活動とはどう
いうものなのかということで､Ａ、Ｂ、Ｃと報告
書の中にあるのですが、Ａは弁護士などの専門家
が市民などに啓発する、Ｂが弁護士とまでいかな
くても消費生活相談員や行政職員が啓発する、Ｃ
が自発的な活動として研修を受けた又は詳しい市
民が市民に対して啓発する、となっています。Ａ
とＢは専門家が啓発､Ｃは市民同士の啓発ですが、
皆さん色々とお考えをお持ちだと思います。松山
は野球の土地柄ですけれども、野球に例えれば､
プロの野球選手が子供を教えるのか､それとも近
所の野球をちょっとやったおじさんが教えるのか
ということになります。つまり、すごく高度な知
識能力を持っているけれどもいつも来られない人
が教えるのか､高度な知識能力がなくてもある程
度知識を持った人が日々の活動の中で教えるのか
という問題ではないかと思います。専門家という
のは全国でもそんなに数多くなく、各都道府県に
もたくさんいるわけではなく、どうしても限界が
あります。やはり市民同士で教えあうということ
でよりすそ野が広がって行くというふうにも考え
られます。

◇リーダー育成の現状
全国各県､どの県でもリーダーの育成講座は、

色んな名称で行われており､くらしのリーダー研
修会、リーダー専門講座、消費生活大学など様々
なものがあります。東京の世田谷区では先駆的な
取組みを行っており､講座を受講した人がネット
ワークを作って登録されており､区の講座に常に
派遣されています。

◇リーダー育成の課題
課題としましては､リーダー育成後に、そのリ

ーダーがどこでどういうふうに活躍するか、行政
の方の課題かもしれませんが､講座で学んだこと
をどう生かすかということが示されていないとい
うことです。それを何とかしていくというのが一
番大きな課題だと思います。
都道府県レベルではほとんどの自治体で講座を
実施しているのですが、市町村レベルではほとん
ど実施されていません。ただ実施していないとこ
ろでも育成の必要性は感じている。感じているが
やっていない。理由は予算的な問題があるそうで
す。予算がないということは優先度を低く見てい
るということかもしれませんが､予算がなくてや
っていないということだそうです。

講座のカリキュラムについても悪徳商法などの
問題に関する知識は教えているようですが､講座
終了後リーダーが講座を開くときにどういう指導
法でやるかということのカリキュラムが組まれて
いないということが問題のようです。

◇今後に向けて
最後に、同報告書の提言ですが､国、都道府県、

市町村、それぞれにおいて役割を明確にしていく
必要があるのではないか､となっています。
特に、国はどういう目的・意義でリーダーを育

成すべきかを明確化するとともに､カリキュラ
ム・ガイドラインを示すこと。場合によっては、
講師を派遣すること。それから講座の修了者に対
して身分保証をすること。例えば､都道府県、市
町村が作った資格に加えて、更に、より高度な資
格を国が与えるとかそういういくつかの段階にし
ておくと、自分がリーダーになろうという気持ち
がより強まるのではないかと言うような話しも出
ています。
一方､都道府県は、養成講座の企画・実施や、

更に市町村が行うリーダー養成講座への講師の派
遣、更に市町村への講座の運営や講師活動のノウ
ハウの支援、フォローアップの講座の開催などが
必要になる、とこの報告書では言っています。
結局はいかに多くの方が消費者問題に目を向け

て下さるか､それによって、被害を防ぐかという
ことがなんと言っても重要であります。
そのためには、行政の責任は大きく､私ども、

それから愛媛県さんも大きいわけですが､ここに
お集りの高い意識をもった方々が中心となって身
近な生活の中から来る色んな問題に対して日常的
に消費者問題に係る知識のない方に伝えていただ
くことは極めて重要であります。「口コミ」とい
う言葉もありますけれども、実際､人と人の話の
中で､伝えられること感じられることが､すごく効
果的です。もちろんＣMとか新聞とか､マスメデ
ィアによって伝えられることも多いんですが､そ
ういう取組みをしていただくことが重要なわけで
す。
今後ともそのようなことにご留意をいただくこ

とをお願いし、また、皆様のご活躍を祈念いたし
まして話を終わらせていただきます。長い間どう
も有り難うございました。

好評を博した山崎速人さまの講演概要です。紙
面の都合上、全てを掲載できなかったことをご了
承ください。
◎「消費者の日」記念集会（記念講演、消費者の
つどい）のビデオをお貸しします。消費生活セ
ンターまで御連絡ください。（送料は利用者負
担）

不安に感じたらすぐに最寄りの市町の
相談窓口や愛媛県消費生活センターに
相談しましょう。



１．金融商品取引法とは
　金融商品取引法とは、投資家の保護を主な目的と
して、現行の「証券取引法」などを抜本的に改正し
て成立したものです。（２００６年６月成立、２００７年
９月頃施行予定）
　これまでは、株式は証券取引法、金融先物取引は
金融先物取引法などと、金融商品ごとに法律が定め
られていましたが、法律の隙間を突く金融商品が相
次いで登場し、投資家が損失を被る案件が多くなっ
てきました。そこで、金融商品ごとに定めていた勧
誘や販売のルールを一本化し、横断的な法制を整備
することによって、投資家保護ルールの徹底と利用
者利便の向上、「貯蓄から投資」に向けての市場機
能の確保および金融・資本市場の国際化への対応を
図るため改正されたものです。（図表1）

２．投資家保護のための主な改正点（金融商
　　品取引業者等への取引規制）
（１）広告規制
　　金融商品の利点だけを強調するだけでなく、手
数料や元本損失等が生じる可能性がある場合は、
利点と同程度のスペースと文字・数字の大きさで
表示することを定めています。

（２）契約締結前・締結時の書面交付義務
　　金融商品の契約締結前と締結時には必ず書面を
交付し、商品の仕組みを説明したうえで、元本が
どの程度失われる恐れがあるのかなど、リスクの

度合いまで明らかにしなければなりません。
（３）適合性の原則
　　顧客の知識、経験、財産の状況および投資目的
に照らして不適当と認められる勧誘をしてはなら
ない旨を定めています。
（４）不招請の勧誘の禁止
　　勧誘の要請をしない顧客に対して訪問や電話に
よる勧誘をしてはならない旨を定めています。（当
面、対象商品は店頭の金融先物取引に限られる予
定です。）
（５）再勧誘の禁止
　　勧誘を受けた顧客が締結しない旨の意思を表示
したにもかかわらず、勧誘してはならない旨を定
めています。（当面、対象商品は金融先物取引に
限られる予定です。）
　※（２）（３）（４）（５）は顧客が特定投資家（プロ）
の場合、除外規定があります。

３．その他の主な改正点
（１）特定投資家（プロ）と一般投資家（アマ）と

の区分
　　機関投資家などを中心とするプロ向けの販売に
ついては規制を緩和し、一方、個人投資家を中心
とするアマ向け販売については規制による投資家
保護を図っています。
（２）開示制度の整備
　　市場の透明性向上を図るため、２００８年４月１
日以降に開始する事業年度から、上場企業に四半
期（３ヵ月ごと）決算の開示を義務付けるほか、
財務諸表に係る内部統制の強化が図られます。
（３）取引所制度・罰則等
　　取引所の上場審査や売買審査などの自主規制機
能が強化されます。また投資家保護の観点から、
不公正取引、有価証券届出書の虚偽記載、インサ
イダー取引などの罰則も強化されます。（図表2）
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（この調査は毎月10日に実施しています。）

（注）「売られていた値段」は、県職員が価格調査を実施した店舗で売られていた価格帯です。
物価に関するお問合せやご相談は、愛媛県庁県民生活課（089-921-0631）へお気軽にお寄せ下さい。

6月のねだん・くらしにかかる主なもの
（県職員価格調査から）

う る ち 米
キ ャ ベ ツ
ほうれんそう
ト マ ト
牛 肉
牛肉（米国産）
牛肉（オーストラリア産）
鶏 肉
豚 肉
プロパンガス
灯 油
ガ ソ リ ン
紙 お む つ
トイレットペーパー
ティッシュペーパー

食
　
　
　
　
　
品

石
油
製
品

日
用
雑
貨

5kg国内産　精米　単一品種　コシヒカリ
普　通　品　1kg
普　通　品　1kg
普　通　品　1kg

100gロース国産（銘柄牛を除く）
100gロース　米国産

100gロース　オーストラリア産
ブロイラー　もも肉　100g

100gロース
一般家庭用10 
配達価格18 

現金売り　レギュラー　1 
乳幼児用　Mサイズ　50～60枚入り
古紙114mm×55m～65m　12ロール入り　1袋
400枚（200組）入り5箱組

2,013
133
703
390
674
－
365
110
238
6,307
1,608
141
1,333
344
331

101.4
70.0
138.4
82.6
103.1
－
126.3
97.3
99.6
99.1
102.0
102.2
96.9
96.6
99.4

2,081
215
702
486
584
－
265
112
213
6,293
1,610
139
1,277
336
342

1,780
52
128
193
490

248
88
168
5,628
1,500
135
980
258
238

2,380
235
1,238
652
990

418
136
399
6,825
1,737
146
1,598
458
502

～
～
～
～
～

～
～
～
～
～
～
～
～
～

販売なし

区分 品　　目 規格・量目等 売られていた値段（円）平均価格
（円）

前月比
（％）

前年同月
平均価格（円）

発行：愛媛県県民環境部管理局県民生活課
（〒７９０-８５７０　松山市一番町四丁目4番地2）089-921-0631（兼FAX）

愛媛県消費生活センター（〒７９１-８０１４　松山市山越町450番地）089-926-2603

子どもの金融・金銭教育に関する講演会等を次のとおり開催します。
多数の皆さんの参加をお待ちしています。

４．おわりに
　　金融商品取引法の柱である投資家保護は、投資家
が自己の責任と判断で、今よりも公正かつ公平に金
融商品の取引ができることを目指しているものであ
って、金融商品の価値自体を保証するものではあり
ません。
　　私たちは、金融市場の国際化や今年１０月からの「ゆ
うちょ銀行」の誕生などによって多様な金融商品に
接する機会が今まで以上に多くなってきます。引き

続き『自分の資産は自分で守る』を基本原則に、一
人ひとりのライフプランにあったバランスのとれた
資産運用を心がけましょう。
　　将来、金融商品の利用者の保護は、今回対象とな
っていない預金、融資、保険などすべての金融商品
が一元化された法律のもとでなされることが期待さ
れています。
※金融商品取引法は、施行までに政令等によって規制
が一部変更される可能性があります。
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